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平成１３年２月期　　　　個別財務諸表の概要　　　　　　　　　　平成 13 年 4 月 19 日

上場会社名　株式会社　髙　島　屋　　　　　　　　　　　　　　上場取引所　　　　　大・東

コード番号　８２３３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　　大阪府

問 合 せ 先     　責任者役職名 取締役本社管理本部財務部長

　　　　　　氏　　　　名 本　多　恭　晴　　　　　　　　　　ＴＥＬ　06－6631－1101

決算取締役会開催日         平成 13 年 4 月 19 日　　　　　　　　　　中間配当制度の有無 　有・無

定時株主総会開催日 平成 13 年 5 月 22 日

１．13 年 2 月期の業績（平成12 年 3 月 1 日～平成 13 年 2 月 28 日）

（１） 経営成績　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営　　業　　収　　益

〔売　 　上　　 高〕
営 　業　 利　 益 経 　常　 利　 益

百万円 　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

1３年２月期 　１,０００,３８２　△2.0

〔　９９１,１４９　△2.0〕

   ８,１００　  △10.4 　８,１５６　　△30.8

1２年２月期 　１,０２１,０３７　△3.1

〔１,０１１,５１９　△3.1〕

  ９,０３９　　 　5.9 １１,７８８　　  74.5

当　期　純　利　益
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整

後1株当たり      
当 期 純 利 益      

株主資本    

当 期    
純利益率    

総 資 本    

経 常    
利 益 率    

売 上 高    

経 常    
利 益 率    

百万円　　　　％ 円 銭 円　銭 ％ ％ ％

1３年２月期 ４,２４４　△14.7 １３.９１ 　　　― １.９ １.３ ０.８

1２年２月期 ４,９７２　 100.0 １６.３０ 　　　― ２.３ １.９ １.２

（注）１．期中平均株式数 1３年２月期 ３０５,０４４,３８２株

1２年２月期 ３０５,０４４,３８２株

　　　２．会計処理の方法の変更　有・無

　　　３．営業収益〔売上高〕、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金              

中　間 期　末

配 当 金 総 額      
（年  間）      配 当 性 向      

株 主 資 本      

配 当 率      

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

1３年２月期 ７.５０ ３.７５ ３.７５ ２,２６９ ５３.５ １.０

1２年２月期 ７.５０ ３.７５ ３.７５ ２,２３１ ４４.９ １.０

（３）財政状態

総　資　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

1３年２月期 ６４５,１３３ ２２６,６１０ ３５.１ ７４２.８７

1２年２月期 ６４６,５３７ ２２１,９４３ ３４.３ ７２７.５７

（注）　期末発行済株式数 1３年２月期 ３０５,０４４,３８２株

1２年２月期 ３０５,０４４,３８２株

２．14 年 2 月期の業績予想（平成 13 年 3 月 1 日～平成 14 年 2 月 28 日）

1株当たり年間配当金          営　業　収　益

〔売 上 高      〕
経 常 利 益      当 期 純 利 益      

中 間 期 末

中 間 期     

通  期     

百万円

４８２,８００

〔　４７８,４００〕

９９２,４００

〔　９８３,４００〕

百万円

１,７００

８,５００

百万円

△５１,４６０

△５３,２００

円 銭

３．７５

　―

　

円 銭

　―

３．７５

円 銭

　―

７．５０

（参考）1 株当たり予想当期純利益（通期）△１７４円４０銭



－２－

比　較　貸　借　対　照　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　 期　別

科　目

第１３５期

（13.2.28）

第１３４期

（12.2.29）

増 減 高     

（△）

（ 資 産 の 部 ）        

流 動 資 産        １６３,００８ １７８,２２９ △１５,２２０

現 金 及 び 預 金         ２１,４２２ １８,１６２ ３,２６０

受 取 手 形         ４,６８１ ８,２７４ △３,５９３

売 掛 金         ４４,１３０ ４５,９５５ △１,８２４

有 価 証 券         １,５３５ ２,０３６ △５０１

自 己 株 式         ６３５ １１,８３７ △１１,２０２

商 品         ４５,６６４ ４６,４８２ △８１８

貯 蔵 品         ２８６ ２９２ △６

前 渡 金         ９５ ７ ８８

前 払 費 用         ２,６９６ ２,６９８ △１

短 期 貸 付 金         ２３,８９３ ３０,９５４ △７,０６１

繰 延 税 金 資 産         １,０８９ ３,５１９ △２,４３０

そ の 他         １８,１８９ １２,３２１ ５,８６７

貸 倒 引 当 金         △１,３１０ △ ４,３１２ ３,００２

固 定 資 産        ４８２,１２４ ４６８,３０８ １３,８１６

有 形 固 定 資 産        ２００,１０５ １９７,２１９ ２,８８６

建 物         ７９,４１４ ８１,３５８ △１,９４４

構 築 物         １,４５０ １,４９５ △４４

車 両 及 び 運 搬 具         ５ ９ △３

器 具 及 び 備 品         ７,９３３ ８,２１３ △２８０

土 地         １１１,２９３ １０６,１０９ ５,１８３

建 設 仮 勘 定         ７ ３２ △２４

無 形 固 定 資 産        ８,６５７ ８,９０１ △２４４

借 地 権         ５,６７６ ５,６７６ －

そ の 他         ２,９８１ ３,２２５ △２４４

投 資 等        ２７３,３６１ ２６２,１８７ １１,１７４

投 資 有 価 証 券         ６３,４１８ ６４,６４６ △１,２２７

子 会 社 株 式         ４６,１１８ ３４,８４４ １１,２７３

長 期 貸 付 金         １１６,０３８ １１０,８３６ ５,２０２

長 期 保 証 金         ５０,５４５ ５４,０７１ △３,５２６

そ の 他         ６,２５８ ６,９２０ △６６２

貸 倒 引 当 金         △９,０１８ △ ９,１３２ １１４

資 産 合 計        ６４５,１３３ ６４６,５３７ △１,４０４



－３－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　　 期　別

科　目

第１３５期

（13.2.28）

第１３４期

（12.2.29）

増 減 高     

（△）

（ 負 債 の 部 ）        

流 動 負 債        ２５６,５３５ ２７２,２２１ △１５,６８６

支 払 手 形         ３,８６０ ４,７０５ △８４５

買 掛 金         ８０,４６５ ８３,０９１ △２,６２６

短 期 借 入 金         ４０,７２１ ４５,３７３ △４,６５２

社債（１年以内償還） ２６,３８５ １７,９００ ８,４８５

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ         － １５,０００ △１５,０００

未 払 金         １６,７３７ １９,０４７ △２,３１０

未 払 法 人 税 等         ８６ ２,８２９ △２,７４２

未 払 消 費 税 等         １,３０５ １,８３０ △５２５

未 払 費 用         ４,６８１ ４,６１０ ７０

前 受 金         １,９００ １,３８８ ５１１

商 品 券         ４１,９４８ ４１,２５８ ６８９

預 り 金         ３６,９６５ ３３,８３５ ３,１２９

そ の 他         １,４７８ １,３５０ １２８

固 定 負 債        １６１,９８７ １５２,３７３ ９,６１４

社 債         ３５,０００ ３１,３８５ ３,６１４

長 期 借 入 金         ９２,８２４ ９０,２７５ ２,５４９

退 職 給 与 引 当 金         ２０,２４４ １９,０６７ １,１７６

長 期 預 り 金         ６,７３０ ７,０５９ △３２９

繰 延 税 金 負 債         ２,７９５ ２,００９ ７８５

再評価に係る繰延税金負債 １,９２５ － １,９２５

そ の 他         ２,４６７ ２,５７５ △１０８

負 債 合 計        ４１８,５２２ ４２４,５９４ △６,０７２

（ 資 本 の 部 ）        

資 本 金        ３８,８４５ ３８,８４５ －

法 定 準 備 金        ３２,９６２ ３２,７３９ ２２３

資 本 準 備 金         ２７,０８５ ２７,０８５ －

利 益 準 備 金         ５,８７７ ５,６５３ ２２３

再 評 価 差 額 金        ２,６５８ － ２,６５８

剰 余 金        １５２,１４２ １５０,３５８ １,７８４

任 意 積 立 金        １２９,２２８ １２５,４１９ ３,８０９

固定資産圧縮積立金 １２,１５８ ８,３４９ ３,８０９

別 途 積 立 金         １１７,０７０ １１７,０７０ －

当期未処分利益        ２２,９１４ ２４,９３８ △２,０２４

（うち当期純利益）         (４,２４４） (４,９７２） （△７２８）

資 本 合 計        ２２６,６１０ ２２１,９４３ ４,６６７

負 債 資 本 合 計        ６４５,１３３ ６４６,５３７ △１,４０４



－４－

比　較　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

　　　　　　　期　　別

科　　目
第１３５期

（12.3.1～13.2.28）
第１３４期

（11.3.1～12.2.29）
増 減 高    
（△）

前年増減率

（％）

（経常損益の部）

売 上 高        ９９１,１４９ １,０１１,５１９ △２０,３６９ △２.０

その他の営業収入        ９,２３２ ９,５１７ △２８４ △３.０

営
業
収
益

営 業 収 益 計      １,０００,３８２ １,０２１,０３７ △２０,６５４ △２.０

売 上 原 価        ７２０,６８４ ７３４,８９３ △１４,２０８ △１.９

販売費一般管理費 ２７１,５９７ ２７７,１０４ △５,５０６ △２.０

営
業
損
益
の
部

営
業
費
用

営 業 費 用 計      ９９２,２８１ １,０１１,９９７ △１９,７１５ △１.９

営 業 利 益        ８,１００ ９,０３９ △９３９ △１０.４

受取利息・配当金 ４,５４３ ４,４８３ ５９ １.３

雑 収 入        ５,７１１ ７,６３８ △１,９２６ △２５.２

営
業
外
収
益 営業外収益計 １０,２５４ １２,１２１ △１,８６７ △１５.４

支払利息・割引料 ５,５１６ ５,５２７ △１０ △０.２

雑 損 失        ４,６８２ ３,８４５ ８３７ ２１.８

営
業
外
損
益
の
部

営
業
外
費
用 営業外費用計 １０,１９８ ９,３７２ ８２６ ８.８

経 常 利 益        ８,１５６ １１,７８８ △３,６３２ △３０．８

（特別損益の部）

土 地 売 却 益          ７７１ ８,２１２ △７,４４１ 　－

投資有価証券売却益          － ２,８６２ △２,８６２ 　－

会 員 権 売 却 益          ２８ － ２８ 　－

現 物 出 資 差 益          － ２,４６７ △２,４６７ 　－

過年度出向者退職費用清算額            ８３０ － ８３０ 　－

貸 倒 引 当 金 取 崩 益          ８０７ ２,２１３ △１,４０６ 　－

　
　
特
　
別
　
利
　
益

特 別 利 益 計        ２,４３６ １５,７５６ △１３,３１９ △８４.５

子 会 社 等 整 理 損          ４３４ １３,４４８ △１３,０１３ 　－

固 定 資 産 売 却 損          ４５ － ４５ 　－

固 定 資 産 除 却 損          ２５４ ７８４ △５３０ 　－

事務所返却等に伴う原状回復費用 ４２３ － ４２３ 　－

店舗退店等に伴う原状回復費用 － ８４８ △８４８ 　－

投資有価証券売却損          － ４６０ △４６０ 　－

会 員 権 売 却 損          ４１５ － ４１５ 　－

投資有価証券評価損          ７０１ ９２７ △２２５ 　－

貸 倒 引 当 金 繰 入 額          １９１ ７６１ △５６９ 　－

　
特
　
別
　
損
　
失

特 別 損 失 計        ２,４６５ １７,２３０ △１４,７６４ △８５.７

税引前当期純利益 ８,１２７ １０,３１４ △２,１８７ △２１.２

法人税、住民税及び事業税            １２０ ４,８５０ △４,７３０ －

過年度法人税、住民税及び事業税 ５４７ － ５４７ －

法 人 税 等 調 整 額            ３,２１５ ４９１ ２,７２３ －

当 期 純 利 益        ４,２４４ ４,９７２ △７２８ △１４.７

前 期 繰 越 利 益            １９,９１１ １３,１７６ ６,７３５ 　５１.１

過 年 度 税 効 果 調 整 額            － ２,００１ △２,００１ 　－
税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う               

固定資産圧縮積立金取崩額               － ６,０４６ △６,０４６ 　－

中 間 配 当 額            １,１２８ １,１４３ △１４ 　－

利 益 準 備 金 積 立 額            １１２ １１４ △１ 　－

当期未処分利益        ２２,９１４ ２４,９３８ △２,０２４ △８.１



－５－

重要な会計方針

１．資産の評価の方法は次のとおりであります。

　 有 価 証 券     移動平均法による原価基準

　 商 品     売価還元法及び個別法による原価基準

                     ただし、通信販売事業本部の商品は先入先出法による原価基準

　　　貯 蔵 品     先入先出法による原価基準

２．有形固定資産の減価償却の方法は税法基準による定額法を採用しております。

３．リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

　　ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

　　よっております。

４．繰延資産は支出時の費用として処理しております。

５．外貨建社債の長期為替予約に伴う会計処理については、当該為替予約による円貨額を付しており、

これによる為替予約差額は、当該予約を行った日の属する期から決済日の属する期までの各期の

日数により配分しております。

なお、当該為替予約差額のうち、当期配分額は損益計算書の営業外費用の支払利息及び割引料よ

り控除し、次期の配分額は貸借対照表の流動負債（その他）に計上しております。

６．貸倒引当金は金銭債権の貸倒れに備えて個別評価により計算し、個別評価したもの以外は経験率

により計算して引当計上しております。

７．退職給与引当金は退職金の支給に備えて従業員については期末要支給額の 40％を、役員について

は内規に基づく期末要支給額を、それぞれ引当計上しております。

なお、勤続 20 年以上の従業員に対しては退職金の一部について年金制度を採用しております。

８．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

注 記 事 項          

貸借対照表関係        

　１．有形固定資産の減価償却累計額　　125,061 百万円

　２．保　証　債　務 46,591 百万円
　３．自 己 株 式 の 数         804,012 株
　４．｢土地の再評価に関する法律｣（平成 10 年 3月 31日公布法律第 34号）及び平成 11年 3月 31日

　　　の同法律の改正に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額につい

　　　ては、当該差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、こ

　　　れを控除した金額を｢再評価差額金｣として資本の部に計上しております。

　　　再評価の方法

　　　　｢土地の再評価に関する法律施行令｣（平成 10 年 3月 31日公布政令第 119号）第 2条第 3号

　　　　に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。

　　　　・再評価を行った年月日　　　　　　平成 13 年 2月 28日

　　　　・再評価前の帳簿価額　　　　　　　106,708 百万円

　　　　・再評価後の帳簿価額　　　　　　　111,293 百万円



－６－

リース取引に関する注記

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額　   （単位　百万円）

第１３５期
（13.2.28）

第１３４期
（12.2.29）

増 減 高    

車両及び運搬具

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

１８２

１１９

２０１

１４２

△１９

△２２

期 末 残 高 相 当 額          ６２ ５８ ３

器具及び備品       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

９,５４２

５,４３６

１４,１０８

７,８４２

△４,５６６

△２,４０５

期 末 残 高 相 当 額          ４,１０５ ６,２６６ △２,１６１

合 計       

取 得 価 額 相 当 額          

減価償却累計額相当額

９,７２４

５,５５６

１４,３１０

７,９８５

△４,５８５

△２,４２８

期 末 残 高 相 当 額          ４,１６７ ６,３２５ △２,１５７

　②未経過リース料期末残高相当額　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位　百万円）

第１３５期
（13.2.28）

第１３４期
（12.2.29）

増 減 高    

１ 年 以 内        １,２６７ ２,１７５ △９０８

１ 年 超        ２,９００ ４,１４９ △１,２４８

合 計        ４,１６７ ６,３２５ △２,１５７

　③支払リース料及び減価償却相当額　　　　　　　　　　　　　　　   （単位　百万円）

第１３５期

（13.2.28）

第１３４期

（12.2.29）
増 減 高    

支 払 リ ー ス 料        １,４５６ ２,５１２ △１,０５５

減価償却費相当額 １,４５６ ２,５１２ △１,０５５

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　　　（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定方法は、未経過リース料

　　　　　　期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

　　　　　　より算定しております。

２．オペレーティングリース取引

　・未経過リース料　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位　百万円）

第１３５期

（13.2.28）

第１３４期

（12.2.29）
増 減 高    

１ 年 以 内        １８,２７４ １８,１５８ １１５

１ 年 超        ２５０,３２４ ２６６,４６６ △ １６,１４１

合 計        ２６８,５９９ ２８４,６２５ △ １６,０２５



－７－

比　較　利　益　処　分　案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

摘　　　　　要
第１３５期

（平成13 年 2月期）

第１３４期

（平成12 年 2月期）
増　減　高

当 期 未 処 分 利 益          ２２,９１４ ２４,９３８ △２,０２４

固定資産圧縮積立金取崩額 １０１ － １０１

合　　　　　計 ２３,０１５ ２４,９３８ △１,９２３

これを次のとおり処分します

利 益 準 備 金          １１６ １１１ ５

利 益 配 当 金          １,１４０ １,０８７ ５３

1 株につき普通配当 3 円75銭 3 円 75銭 －

役 員 賞 与 金          １８ １９ △１

（うち監査役分） （　２) （　２) （　－)

固定資産圧縮積立金          ３５６ ３,８０９ △３,４５３

次 期 繰 越 利 益          ２１,３８４ １９,９１１ １,４７２

（注）１． 第 135 期中間配当金は、平成12年 11月 24 日に、1,128 百万円（1株につき3円75銭）

 を実施いたしました。

２． 固定資産圧縮積立金取崩額及び固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法に基づくもので

　　 あります。



－８－

有　価　証　券　の　時　価　等

＊当期については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

第１３４期（平成 12 年２月 29 日）
種　　類

貸借対照表価額 時　　価 評価損益

1.流動資産に属するもの

株   式      １３,８５９ １４,２４７ ３８８

債   券      １４ １５ ０

小　　計 １３,８７３ １４,２６２ ３８８

2.固定資産に属するもの

株   式      
(うち関係会社)

３８,１８７

(１,８２６)

６０,２２２

(１,５９０)

２２,０３５

(△２３５)

債   券      ４９２ ４１８ △ ７３

小　　計
(うち関係会社)

３８,６７９

(１,８２６)

６０,６４１

(１,５９０)

２１,９６１

(△２３５)

合　　計
(うち関係会社)

５２,５５３

(１,８２６)

７４,９０３

(１,５９０)

２２,３５０

(△２３５)

注） １．時価等の算定方法

上 場 有 価 証 券               主に東京証券取引所の最終価格

店 頭 売 買 有 価 証 券               日本証券業協会が公表する売買価格等

非上場の証券投資信託の受益証券 基 準 価 格              

非 上 場 債 券               日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

残存償還期間等に基づいて算定した価格

なお、残存償還期間の算定にあたって、償還の日については債

券の種類別にそれぞれ最も多く用いられている日としておりま

す。

２．流動資産に属する株式には、自己株式を含めて表示しております。

　　なお、評価損益は次のとおりであります。

　　　　　　第１３４期

△ 735 百万円

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　第１３４期

固定資産に属するもの 非 上 場 株 式          60,811 百万円

(うち関係会社株式)          （58,255 百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　



－９－

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

＊当期については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

・通　貨　関　連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （単位　百万円）

第１３４期

（平成 12 年 2月 29日）区
　
分

種　　　類

契約額等
うち１年超

時 価
評 価

損 益

市
場
取
引
以
外
の
取
引

為替予約取引

買　　　　建

　米 ド ル     

ｲ ﾀ ﾘ ｱ ･ ﾘ ﾗ     

３２

１２

１２

－

３３

１２

１

△ ０

合　　　計 ４５ １２ ４５ ０

（注）１．為替相場は先物相場を使用しております。

　　　２．外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定

している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについ

ては、開示の対象から除いております。

ご参考

　　　公　開　方　法 東京兜倶楽部及び大阪証券記者クラブ（記者発表）

東京商工会議所記者クラブ及び大阪商工記者会（記者発表）



－１０－

役　員　の　異　動

平成 13 年 5月 22日開催の定時株主総会における役員の異動

（1）新任取締役候補

　　　
ほ し の    まさひろ    

星　野 正　宏 〔現　相模鉄道株式会社　取締役会長（代表取締役）〕

いそむら    まさいち    

磯　村 雅　一 〔現　百貨店事業本部関東事業部東京店長〕

あさうち    　つ と む    

朝　内 　努　 〔現　広域事業本部副本部長兼法人事業本部長〕

や  お    しょういち    

八　尾 彰　一 〔現　百貨店事業本部関西事業部大阪店長〕

くにはら    ひ ろ し    

國　原 　浩 〔現　百貨店事業本部関東事業部横浜店長〕

いいおか    せ い ち    

飯　岡 瀬　一 〔現　本社管理本部総務部長兼購買管理室・賃料管理室担当〕

う え の    やすひさ    

上　野 恭　久 〔現　百貨店事業本部関東事業部新宿店長〕

（2）退任予定取締役

み や た    はつひこ    

宮　田 初　彦 〔現　常務取締役〕

つ し ま    こうじろう    

對　馬 好次郎 〔現　取締役〕

は だき    け い い ち ろ う    

葉　抱 敬一郎 〔現　取締役〕

にしかわ    は る お    

西　川 晴　夫 〔現　取締役〕

以　　上


